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「米国会計基準改訂による新開示方式を適用したわが国企業に
おける最近の「非支配持分」の区分表示に関する事例研究」
末 政 芳 信
はじめに
　米国会計基準を採用し連結財務諸表を作成・開示することにより，米国の証券取引所に上場
しているわが国企業は約百数十社に上っている。
　それらのわが国企業は，米国のFASBの会計基準及び米国SEC基準に準拠して作成された連
結財表の日本語版により，わが国証取引所上も，2015年まで開示することが認められている。
それ以後については，国際会計基準（IFRS）に準拠したものに変更されるかどうかは，現在
未確定であり，その決定は４，５年先に延期される可能性が強い。
　米国会計基準とわが国会計基準との相違は多くの面でみられるが，本稿では，特に「包括利
益」の開示方式の課題をみることに限定し，米国会計基準のこれに関連する開示基準編纂書
（ASC）第810号に従って，平成22年３月期以降のわが企業の米国式連結財表上の「包括利益」
の区分開示様式が，変更されている点について，特に注目したい。
　そこでの大きな注目点は「非支配持分」（noncontrolling interest）への変更である。それ以
前は，「少数株主持分」（minority interest）として，負債と資本の中間の部に開示する取扱い
であり，開示内容も負債に準じた簡単なものであった。それがまず，名称も「非支配持分」に
変更され，その取扱上の性質も資本の一部分とし，「純資産」を構成するものとされ，その開
示内容も「株主資本」とほぼ同様の取扱いになった。これにより，この「非支配持分」は「株
主資本」と同様の種々の内訳内容が明示されることになり，「非支配持分」に属する当期純利益，
その他の包括利益，包括利益合計なども，新たに開示されることとなった。
　これは，「株主資本」を中心とした従来の資本概念から，株主資本プラス非支配持分の合計
としての「純資産」概念を重視し，それを企業組織体の資本とする考え方に変えられたことを
意味する。この考え方は，連結会計での連結グループを企業の経済単一組織体とみて，その業
績，財政状態をそのトータルで表示しようとしているものと考えられる。そこでは，親会社株
主に直接帰属しない「非支配持分」に属する当期利益，包括利益も資本としての「純資産」の
増減要因として扱われる。なお，これに関連する本質的論議は，本稿の目的でないので，ここ
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では取上げないことにしたい。
　本稿では，このような「非支配持分」の開示変更が，わが国企業の開示でどのように変って
きているかの開示状況を，みることが主目的である。それはこの米国基準の改定により，わが
国企業で，「非支配持分」，「純資産」における当期純利益，その他の包括利益，包括利益合計
の具体的な開示数値がどのように変化してきているかを，ここで調べることができればと思っ
たからである。
　わが国企業で，米国会計基準採用会社は，約百数十社となると思われる。ここでは，筆者の
任意で僅か五社に限定したが，それは不十分なものと思われる。さらに，その会社の選択も筆
者の個人的興味を日頃もっている会社に限定した。従って，わが国の大勢としてのその動向を
調べたものでない。これは筆者の個人的見方で調べたものであることをお許し願いたい。
　さらに，本稿で取上げた五社についても，それら会社の業績，財務内容の優劣についての，
経営比較分析を行うことを意図していない。
　あくまでも，どのような会社で，どのような開示が行われているかみることが，本稿の目的
である。
　それは，従来の「株主資本」を中心とした「包括利益」に対して，「非支配持分」と「純資産」
を中心的にみた包括利益数値が，どのような大きさになっているかを，明らかにできれば，と
の思いが本稿の目的である。
１　 平成23年３月期におけるわが国企業の５社の株主資本，非支配持分， 
純資産の区分開示の状況について
　米国会計基準を採用している我が国企業の連結財務諸表では，平成22年３月期より，資本の
部を株主資本，非支配持分，純資産に分けて区分開示されることになっている。
　その事例を調べるため，わが国企業の五社を選ぶことにしたが，業種別，規模の大小につい
て，一定の選択基準を決めた形で，ここでの五社を選んでいない。かつて筆者が興味をもち勉
強してきた会社を任意に選んだ。それはまずトヨタ自動車株式会社とソニー株式会社である。
さらに，日本の業界代表的企業といわれる日本電信電話株式会社，パナソニック株式会社，株
式会社日立製作所の三社を追加し，計五社である。これは筆者の個人的な任意の選択ではある
が，各社の状況は，多少のパラエティをみることができるものと思う。
　まず，筆者がこの10数年間，学んできているトヨタ自動車株式会社のこの関連の事例を取上
げることにしたい。それは筆者が米国会計基準による「非支配持分」の新区分開示方式を学ん
だ最初の事例であることによる。
　この節では，最近の６月末に有価証券報告書で開示された平成23年３月期分の開示状況をま
ず取上げてみた。それは最近のものが一般的に関心をもたれるものと思ったからである。
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（１）トヨタ自動車の事例
　まず，トヨタ自動車（以下，略称）の平成23年３月期分をみることにする。衆知の如く，米
国会計基準による包括利益の開示は，米国でも包括利益計算書そのものによっては，一般的に
全体の20％程度しか行われていないで，残りの殆どの会社が，連結株主持分計算書の中で包括
利益が開示されている。多くの米国会計基準採用の日本企業も，米国と同様に，殆どが，その
ような開示方式によっている。
　そこで，トヨタ自動車でも，包括利益は連結株主持分計算書の中で開示されている。それに
ついて，筆者が要約的に整理したものを，図表Ⅰ－１で下に示すことにしたい。
　図表Ⅰ－１では，まず「株主資本」，「非支配持分」，「純資産」の新開示区分についてみると，
トヨタの平成23年３月期末残高は株主資本103,324億円，非支配持分5,876億円，純資産109,200
億円である。これは非支配持分が株主資本に対して5.7％のウェートで，資本合計すなわち「純
資産」に加算された数値である。
　包括利益合計についても，株主資本分1,103億円，非支配持分分394億円，純資産合計1,497億
円に区分表示されている。さらに当期純利益についても，株主資本分4,082億円，非支配持分
分573億円，純資産合計分4,655億円の区分開示，またその他の包括利益も，株主資本分△2,979
億円，非支配持分分△179億円，純資産合計分△3,158億円に区分表示されている。
　さらに，その他の包括利益の内訳明細は，純資産合計分△3,158億円について，未実現有価
証券評価損益△277億円，外貨換算調整額△2,996億円，年金債務調整額115億円，の３項目の
差引△3,158億円である。
図表Ⅰ－１　トヨタの平成23年３月期の連結株主持分計算書の要約
（単位：億円）
項　　　　　　目
株主資本の内訳
株主資本
合計
非支配
持分
純資産
合計資本金
資本
剰余金
利益
剰余金
その他の
包括利益
自己株式
〔トヨタ自動車〕連結株式持分計算書より
期首残高（平成23年３月期） 3,970 5,013 115,686 △8,468 △12,604 103,597 5,707 109,304
非支配持分との資本取引 23 23 52 75
当期発行額（増減額） 21 21 ─ 21
包括利益
当期純利益 4,082 4,082 573 4,655
その他の包括利益（△損失） △2,979 △2,979 △179 △3,158
包括利益合計 1,103 394 1,497
当社株主への配当金支払 △1,411 △1,411 ─ △1,411
非支配持分への配当金支払 △277 △277
自己株式の取得及び処分 △10 △10 ─ △10
期末資本残高（B/S表示） 3,970 5,057 118,357 △11,447 △12,614 103,324 5,876 109,200
◎株主資本を100％基準とした
　構成比率
％
3.8
％
4.9
％
114.6
％
△11.1
％
△12.2
％
100.0
％
5.7
％
105.7
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（２）日本電信電話の事例
　次いで，日本電信電話（NTT）（以下，略称）の平成23年３月期分の事例について，下の図
表Ⅰ－２を中心にしてみることにする。日本電信電話（NTT）についても，非支配持分並び
に包括利益関係のデータは，その連結資本変動計算書によって利用できる。図表Ⅰ－２は，こ
の連結資本変動計算書を，筆者が要約的に整理したものである。
　まず，平成23年３月期末の資本残高は，株主資本80,207億円，非支配持分20,602億円，その
合計での純資本は100,809億円である。これによると，日本電信電話の「非支配持分」の額は
株主資本の額に対して，約25.6％の高いウエートであり，純資産はその約125.6％の大きさにな
っている。これは前述のトヨタ自動車の5.7％のウエートと比べると高い割合であり，非支配
持分の期末残高が株主資本に比べて，その絶対額も20,602億円と高額であることによる。これ
は，トヨタ自動車のそれと比べてみると，約3.5倍の巨額であり，日本電信電話の連結子会社
における外部株主のウエートが高いためで，日本電信電話の連結グループを形成する組織基盤
の特徴によるものであろう。この多額の非支配持分を資本（純資産）に加えることによって，
連結貸借対照表などのすべての連結財表の形状にも，大きな変化をみることになる。
　その包括利益の面でみると，包括利益合計では，株主資本分3,955億円，非支配持分分1,739
億円，純資産合計5,694億円であり，純資産合計分は株主資本分に対する144.0％の巨額である。
さらに，その内訳としての当期純利益は，株主資本分5,096億円，非支配持分分1,922億円，純
資産合計7,018億円の巨額であり，純資産合計分は株主資本分の約137.7％の巨大さになる。さ
らに，その他の包括利益についてもみると，株主資本分△1,141億円，非支配持分分△183億円，
純資産合計分△1,324億円であり，純資産合計分は株主資本分に対する約116.0％の割合となっ
ている。さらに，その他の包括利益（△損失）の内訳項目をみると，純資産分は，未実現有価
証券評価損益△42億円，未実現デリバティブ評価損益△16億円，外貨換算調整額△328億円，
年金債務調整額△755億円の計４項目の合計△1,324億円であり，また，非支配持分に属する内
図表Ⅰ－２　日本電信電話の平成23年３月期の株主資本，非支配持分，純資産項目の要約
（単位：億円）
項　　目 株主資本合計 非支配持分 資本（純資産）合計
〔日本電信電話株式会社（NTT）〕連結資本変動計算書より
期首残高（平成23年３月期） 77,882 19,827 97,709
（包括利益）
当期純利益 5,096 1,922 7,018
その他の包括利益（△損失）合計 △1,141 △183 △1,324
包括利益合計 3,955 1,739 5,694
配当金支払 △1,588 △860 △2,448
子会社等の持分変動による増減 △39 △104 △143
自己株式の取得処分及び消却 △3 － △3
期末資本残高（B/S表示） 80,207 20,602 100,809
◎（株主資本を100％基準とした比率） ％100.0
％
25.6
％
125.6
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訳は，未実現有価証券評価損益△21億円，未実現デリバティブ評価損益１億円，外貨換算調整
額△113億円，年金債務調整額△50億円の計４項目合計△183億円である。なお，この非支配持
分の△113億円は，この関係の株主資本分1,141億に対して約16％のウエートである。
　なお，その他の包括利益の内訳明細についての詳細な記述は，トヨタ自動車，日本電信電話
に止どめ，あとの三社については，紙数の都合で，ここでは取上げる五社全部の一覧表として
あとの図表Ⅰ－６にまとめることにしたい。
（３）ソニーの事例
　海外進出が最も早く，諸外国でも著名なソニー（以下，略称）の平成23年３月期分について
その連結資本変動表により，関連事項の要約を筆者が整理すると，下の図表Ⅰ－３になる。
　この図表Ⅰ－３によると，ソニーの平成23年３月期末の各資本残高は，株主資本29,659億円，
非支配持分3,196億円，純資産32,855億円である。
　この非支配持分の額は株主資本の額に対比すると，約15.3％の割合であり，また純資産の額
は株主資本の額に比べて，その約115.3％の大きさになっている。これらの比率は，前述のト
ヨタ自動車のケース（純資産の比率105.7％）よりも高いが，日本電信電話のケースの純資産
の比率125.6％に比べて，約10％程度低くなっている。これはソニーの場合，連結子会社の外
部株主の持株割合が少ないなどの点で，日本電信電話のケースとは，少し事情が異っているこ
とによるものと思われる。
　ソニーの包括利益の面についてみると，まず，包括利益合計では，株主資本分△3,947億円，
非支配持分分350億円で，純資産分はこの差引計△3,597億円となっている。純資産合計分は株
主資本分に対して，約91.1％の比率となっている。これは非支配持分の包括利益が黒字であり，
図表Ⅰ－３　ソニーの平成23年３月期の株主資本，非支配持分，純資産項目の要約
（単位：億円）
項　　　　　目 株主資本 非支配持分 資本（純資産）
〔ソニー株式会社〕連結資本変動表より
期首残高（平成23年３月期） 29,659 3,196 32,855
新株予約権の行使 2 ─ 2
株式にもとづく報酬 18 ─ 18
包括利益
当期純利益 △2,596 393 △2,203
その他の包括利益 △1,351 △43 △1,394
包括利益合計 △3,947 350 △3,597
配当金 △251 △66 △317
自己株式の取得 △1 △66 △1
自己株式の売却 0.6 ─ 0.6
非支配持分株主との取引及びその他 405 405
期末資本残高（B/S表示） 25,480 3,886 29,366
◎株主資本を100％基準とした構成比率 ％100.0
％
15.3
％
115.3
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株主資本分の赤字を差引いた純資産分の赤字額に減少したためである。さらに，包括利益の内
訳項目の当期純利益をみると，株主資本分△2,596億円，非支配持分分393億円，差引計で，純
資産分が△2,203億円と赤字が減少している。さらに，その他の包括利益については，株主資
本分△1,351億円，非支配持分分△43億円，その合計で純資産分が△1,394億円の赤字になって
いる。なお，その他の包括利益の内訳明細は，あとの図表Ⅰ－６を参照して下さい。
　なお，ソニーの平成23年３月期では，非支配持分関係数値は，株主資本分関係数値に対し，
包括利益合計では約△8.9％，当期純利益では，約△15.1％，その他の包括利益合計では約3.2
％の割合になっている。この比率数値は注目すべき傾向であると思われる。
（４）パナソニックの事例
　家電総合トップメーカのパナソニック（以下，略称）の平成23年３月期分についてその連結
資本勘定計算書により，関連事項の要約を整理するために，下の図表Ⅰ－４を作成した。
　パナソニックの平成23年３月期の連結資本勘定計算書により，期末残高の各資本勘定をみる
と，図表Ⅰ－４では，株主資本25,590億円，非支配持分3,873億円，純資産29,463億円であり，
この非支配持分の額は株主資本の額に比べて，約15.1％の割合であり，純資産の額はその約
115.1％の大きさになっている。これらの比率は，不思議にも，ソニーのその関係比率数値とほヾ
近似値である。
　パナソニックの包括利益の面についてみると，まず，包括利益合計では，株主資本分△972
億円，非支配持分分△126億円，両者の合計で，純資産分は△1,098億円になっている。この非
支配持分の額は株主資本の額の約13％であり，さらに，純資産のこの割合は約113％である。
　包括利益の内訳項目の当期純利益をみると，株主資本分は740億円，非支配持分分116億円，
純資産分は856億円である。非支配持分の額は株主資本の額に対して約15.7％であり，純資産
の額は株主資本に対して約115.7％である。さらに，その他の包括利益では，株主資本分△
図表Ⅰ－４　パナソニックの平成23年３月期の株主資本，非支配持分，純資産項目の要約
（単位：億円）
項　　目 株主資本合計 非支配持分 資本（純資産）合計
〔パナソニック株式会社〕連結資本勘定計算書より
期首残高（平成23年３月期） 27,925 8,873 36,798
配当金 △207 △126 △333
資本取引等による増加または減少 △1,152 △4,748 △5,900
包括利益
当期純利益 740 116 856
その他の包括利益（△損失） △1,712 △242 △1,954
包括利益計 △972 △126 △1,098
自己株式の増減－純額 △4 ─ △4
期末資本残高（B/S表示） 25,590 3,873 29,463
◎株主資本を100％基準とした比率 ％100.0
％
15.1
％
115.1
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1,712億円，非支配持分分△242億円，純資産合計は△1,954億円である。この比率面では，非支
配持分の株主資本に対する割合は約14.1％であり，また純資産の株主資本に対する割合は，
約114.1％である。なお，その他の包括利益の内訳明細は，残念ながら，あとの図表Ⅰ－６の
参照をお願いしたい。
（５）日立製作所の事例
　日本有数の総合電機・機械メーカーの日立製作所（以下，略称）の平成23年３月期の連結資
本勘定計算書により，その関連事項を筆者が要約的に整理した下の図表Ⅰ－５を，まず示すこ
とにしたい。
　この図表Ⅰ－５によると，日立製作所の平成23年３月期末の資本勘定残高は，株主資本
14,399億円，非支配持分10,015億円，純資産24,414億円である。この非支配持分の額は株主資
本約69.6％であり，純資産の額は約169.6％に相当する。さらに，その包括利益の内訳項目とし
ての当期純利益については，株主資本に属する額が2,389億円，非支配持分に属する額が642億
円，純資産に属する額は3,031億円である。また，非支配持分に属する額は株主資本に属する
額の約26.9％であり，純資産に属する額は株主資本に対して129.0％の割合になる。さらに，そ
の他の包括利益の面では，株主資本分が△579億円，非支配持分分が△168億円で，純資産の額
に対して約29.0％であり，純資産の額は株主資本の対して約169.6％である。これらの比率は，
これまでみてきた他の四社に比べて高い割合となっている。このことは，日立製作所では，連
結子会社の外部株主の持株比率が高く，その連結グループ形成の歴史的な多様性によるものと
思われ，それにより，非支配持分残高が10,015億円の高さになっている。さらにこれら比率が
高くなった要因の一つは，その基本となる株主資本期末残高14,399億円が，他の四社と比べる
と，期末残高としては大きくないからである。
図表Ⅰ－５　日立製作所の平成23年３月期の株主資本，非支配持分，純資産項目の要約
（単位：億円）
項　　　　　　目 株主資本 非支配持分 純資産
〔株式会社日立製作所〕連結資本勘定計算書より
期首残高（平成23年３月期） 12,847 9,832 22,679
新株の発行（増加高） 6 ─ 6
米国会計基準810号による影響 △107 △72 △179
（包括利益）
当期純利益 2,389 642 3,031
その他の包括損失 △579 △168 △747
包括利益合計 1,810 474 2,284
配当金支払 △226 △202 △428
資本取引等による変動 △84 △17 △101
自己株式の取得 △2 ─ △2
自己株式の処分と売却 154 ─ 154
期末資本残高（B/S表示） 14,399 10,015 24,414
◎株主資本を100％基準とした比率 ％100.0
％
69.6
％
169.6
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　参考に，日立製作所の株主資本期末残高の推移を示すと，平成20年３月期末残21,707億円，
平成21年３月期末残10,500億円，平成22年３月期末残12,847億円であった。その変動は特に，
平成21年３月期の金融危機の影響が大きかったことによるものと，思われる。
　日立製作所の包括利益の面についてみると，平成23年３月期の包括利益合計は，株主資本に
属する額が1,810億円，非支配持分分が474億円，その合計が純資産2,284億円の黒字である。非
支配持分の額は株主資本の額に対して分が合計3,031億円であり，非支配持分の額は株主資本
の額に対して約26.2％であり，純資産の額は株主資本の額に対して約126.2％の割合になる。ま
た，その他の包括利益の内訳明細は，残念ながら，下の図表Ⅰ－６にゆずりたい。
　日立製作所の事例をみると，この期の非支配持分の期末残高10,015億円は株主資本期末残高
14,399億円に対して高い約69％割合になっているが，非支配持分の当期分の包括利益関係は，
株主資本に属する額の約26％の割合である。これらの関連については，その数期間変動の比較
分析が重要と思われる。その意味で，次節では，平成21年３月期，平成22年３月期及び平成23
年３月期の３期分の比較を，各社について示したい。
　この３期間の比較はこの節で取上げているトヨタ自動車，日本電信電話，ソニー，パナソニ
ック，日立製作所の五社について，次節で取り上げたい。
図表Ⅰ－６　前記の五社の平成23年３月期のその他の包括利益の内訳明細 
（単位：億円）
項　　　目
当期
純利益
その他の
包括利益計
未実現
有価証券
評価損益
未実現
デリバティブ
評価損益
外貨換算
調整額
年金債務
調整額
包括利益
合計
〔トヨタ自動車株式会社〕
平成23年３月期分 株主資本の部 4,082 △2,979 △261 ─ △2,876 158 1,103
非支配持分の部 573 △179 △16 ─ △120 △43 394
純資産の部 4,655 △3,158 △277 ─ △2,996 115 1,494
〔日本電信電話株式会社〕
平成23年３月期分 株主資本の部 5,096 △1,141 △42 △16 △328 △755 3,955
非支配持分の部 1,922 △183 △21 1 △113 △50 1,739
純資産の部 7,018 △1,324 △63 △15 △441 △805 5,694
〔ソニー株式会社〕
平成23年３月期分 株主資本の部 △2,596 △1,351 △120 △16 △1,184 △32 △3,947
非支配持分の部 393 △43 △35 ─ △6 △2 350
純資産の部 △2,203 △1,394 △155 △16 △1,190 △34 △3,597
〔パナソニック株式会社〕
平成23年３月期分 株主資本の部 740 △1,712 △229 10 △860 △633 △972
非支配持分の部 116 △242 △16 ─ △218 △8 △126
純資産の部 856 △1,954 △245 10 △1,078 △641 △1,098
〔株式会社日立製作所〕
平成23年３月期分 株主資本の部 2,389 △579 △58 12 △692 158 1,810
非支配持分の部 642 △168 4 8 △182 2 474
純資産の部 3,031 △747 △54 20 △874 160 2,384
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　なお，前述の五社の包括利益関係要約の図表Ⅰ－７をここで添付したい。
　この節の要約整理として，株主資本，非支配持分，純資産の資本の部を３区分別に，それぞ
れの期末残高，包括利益合計，当期純利益，その他の包括利益の一覧表を作成することにした。
それは，上記の五社についての比較を見やすくするためのものである。この要約整理表が，次
の図表Ⅰ－７である。
図表Ⅰ－７　前記の五社の平成23年３月期の包括利益の要約整理
（単位：億円） （単位：％）
項　　　　　目 株主資本 非支配持分
純資産
（資本）
株主資本 非支配持分
純資産
（資本）
〔トヨタ自動車株式会社〕
B/S期末残高（23年３月期） 103,324 5,876 109,200 100.0 5.7 105.7
包括利益合計 1,103 394 1,497 100.0 35.7 135.7
当期純利益 4,082 573 4,655 100.0 14.0 114.0
その他の包括利益（△損失） △2,979 △179 △3,156 100.0 6.0 106.0
その他の包括利益（損失）
累計額の期末残高
△11,447 開示ナシ 開示ナシ
〔日本電信電話株式会社（NTT）〕
B/S期末残高（23年３月期） 80,207 20,602 100,809 100.0 25.6 125.6
包括利益合計 3,955 1,739 5,694 100.0 44.0 144.0
当期純利益 5,096 1,922 7,018 100.0 37.7 137.7
その他の包括利益（△損失） △1,141 △183 △1,324 100.0 16.0 116.0
その他の包括利益（損失）
累計額の期末残高
△3,037 開示ナシ 開示ナシ
〔ソニー株式会社〕
B/S期末残高（23年３月期） 25,480 3,886 29,366 100.0 15.3 115.3
包括利益合計 △3,947 350 △3,597 100.0 △8.9 91.1
当期純利益 △2,596 393 △2,203 100.0 △15.1 84.9
その他の包括利益（△損失） △1,351 △43 △1,394 100.0 3.2 103.2
その他の包括利益（損失）
累計額の期末残高
△8,042 開示ナシ 開示ナシ
〔パナソニック株式会社〕
B/S期末残高（23年３月期） 25,590 3,873 29,463 100.0 15.1 115.1
包括利益合計 △972 △126 △1,098 100.0 13.0 113.0
当期純利益 740 116 856 100.0 15.7 115.7
その他の包括利益（△損失） △1,712 △242 △1,954 100.0 14.1 114.1
その他の包括利益（損失）
累計額の期末残高
△6,253 開示ナシ 開示ナシ
〔株式会社日立製作所〕
B/S期末残高（23年３月期） 14,399 10,015 24,414 100.0 69.6 169.6
包括利益合計 1,810 474 2,284 100.0 26.2 126.2
当期純利益 23,879 642 3,031 100.0 26.9 126.9
その他の包括利益（△損失） △579 △168 △747 100.0 29.0 129.0
その他の包括利益（損失）
累計額の期末残高
△4,930 開示ナシ 開示ナシ
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　この図表Ⅰ－７では，この節で取上げた平成23年３月期分についての五社における株主資本，
非支配持分，純資産の資本の部３区分開示をベースにして，それぞれの期末残高の金額及び各
包括利益関係の金額をまず左の欄で示し，次いで右の欄で，その関係比率数値を示したもので
あり，この節の一覧的な集約表である。
２． 最近の３事業年度の前記の五社における株主資本，非支配持分， 
純資産の３区分開示のもとでの包括利益等の開示の状況について
　前節では，平成23年３月期分に限定し，米国会計基準による新開示区分表に注目するため，
その五社の開示事例についてみてきた。しかし，単一事業年度の事例だけでは，その実状を十
分に調べることはできなかった。ここ最近の３年間，わが国企業に与える経済環境の変動は著
しく，各年度によって業績，財政状態が激変している。2008年に発生したリーマン・ショック
による金融危機に直面して，2009年（平成21年）３月期は，多くの企業に業績悪化をもたらし
ている。
　その翌年の平成22年３月期は前年度の業績回復に全力をあげてきた企業が多かった。さらに，
次の平成23年３月期は景気回復の立直りの途中に，東日本大震災の影響も企業の一部で受ける
ことになった。
　米国会計基準の開示基準編纂書（ASC）第810号により，「非支配持分」の資本の部への開
示変更は，わが国企業では平成22年３月期よりの新規開示適用であるが，米国会計基準の適用
により，前年度（平成21年３月期）分も遡及修正のリステートが行われた。そのため，平成21
年３月期，22年３月期，23年３月期の３事業年度分が新開示ベースで比較できることになった。
　前節の平成23年３月期の連結資本変動書等の事例整理に従って，この節では，平成21年３月
期，平成22年３月期，平成23年３月期の３事業年度分を，まず，要約整理して一表にまとめた。
それが次頁の図表Ⅱ－１である。
　さらに，図表Ⅱ－１における「その他の包括利益」項目の内訳明細について，前節の図表Ⅰ
－６（平成23年３月期分）との関連を考えて，この節では，重複しないように平成21年３月期，
平成22年３月期の２か年分のみについて，あとの図表Ⅱ－２で要約整理することにした。
　この第２節では，この図表Ⅱ－１及び図表Ⅱ－２を中心にして，前述の五社分の包括利益関
連のみを，各社分別に取上げ，各社分別のグラフ（図表Ⅱ－２～図表Ⅱ－８）を作成し，各社
別に包括利益の３か年間の変動推移をみることにしたい。前節と同じように，次頁の図表Ⅱ－１
における各社の順で整理してみたい。
（１）トヨタ自動車の事例
　トヨタ自動車の平成21年３月期からの３か年間の包括利益の推移について，株主資本，非支
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配持分，純資産の３区分別について，図表Ⅱ－１及び図表Ⅱ－２の数値を参照しながらみるこ
とにする。さらに，図表Ⅱ－１の包括利益の関係数値によって，その変動推移を示すグラフを
図表Ⅱ－３によって示したい。さらに，これらの３つの図表により，各年度の特徴を要約的に
整理すると，
①　平成21年３月期の状況
　平成21年３月期の業績はリーマン・ショックの影響をうけて，平成20年３月期まで４，５年
間続いた好業績が，急激に赤字に転じた年度である。
　図表Ⅱ－３のグラフで一覧できるようにした。この年度の当期純利益，その他の包括利益，
包括利益のすべてが，株主資本，非支配持分，純資産の面で大きな赤字になった。純資産の部
では，当期純利益が△4,612億円，その他の包括利益△9,080億円，包括利益合計も△13,692億
円の巨額である。なお，巨額なその他の包括損失は未実現有価証券評価損失3,069億円，外貨
換算調整損失4,002億円，及び年金調整額2,011億円の内容による。
図表Ⅱ－１　前記の五社の最近３年間の当期純利益，包括利益等の要約整理
（単位：億円）
項　　　目
平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期
株主資本
非支配持
分
純資産
株主
資本
非支配持
分
純資産
株主
資本
非支配持
分
純資産
〔トヨタ自動車株式会社〕
当期純利益 △4,369 △243 △4,612 2,095 348 2,443 4,082 573 4,655
その他の包括利益 △8,666 △414 △9,080 2,609 99 2,708 △2,979 △179 △3,158
包括利益合計 △13,035 △657 △13,692 4,704 447 5,151 1,103 394 1,497
期末資本B/S残高 100,612 5,395 106,007 103,597 5,707 109,304 103,324 5,876 109,200
〔日本電信電話株式会社〕
当期純利益 5,387 1,945 7,332 4,923 1,896 6,819 5,096 1,922 7,018
その他の包括利益 △3,155 △309 △3,464 1,523 119 1,642 △1,141 △183 △1,324
包括利益合計 2,232 1,636 3,868 6,446 2,015 8,461 3,955 1,739 5,694
期末資本B/S残高 72,981 18,475 91,456 77,882 19,827 97,709 80,207 20,602 100,809
〔ソニー株式会社〕
当期純利益 △989 △33 △1,022 △408 538 130 △2,596 393 △2,203
その他の包括利益 △3,613 △157 △3,770 644 161 805 △1,351 △43 △1,394
包括利益合計 △4,602 △190 △4,792 236 699 935 △3,947 350 △3,597
期末資本B/S残高 29,647 2,519 32,166 29,659 3,196 32,855 25,480 3,886 29,366
〔パナソニック株式会社〕
当期純利益 △3,790 △249 △4,039 △1,035 △672 △1,707 740 116 856
その他の包括利益 △3,469 △389 △3,858 1,462 105 1,567 △1,712 △242 △1,954
包括利益合計 △7,259 △638 △7,897 427 △567 △140 △972 △116 △1,098
期末資本B/S残高 27,840 4,286 32,126 27,925 8,873 36,798 25,590 3,873 29,463
〔株式会社日立製作所〕
当期純利益 △7,873 △78 △7,951 △1,069 226 △844 2,389 642 3,031
その他の包括利益 △3,197 △677 △3,876 1,684 305 1,989 △579 △168 △747
包括利益合計 △11,072 △755 △11,827 615 531 1,146 1,810 474 2,284
期末資本B/S残高 10,500 11,294 21,794 12,847 9,832 22,679 14,399 10,015 24,414
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②　平成22年３月期の状況
　この年度は，前年度の業績悪化から復興に立向った年度である。まず，当期純利益は株主資
本，非支配持分，純資産のすべての面で黒字である。さらに前年度に大きな赤字がでたその他
の包括利益も，すべて黒字化している。
　それは，未実現有価証券評価益が大きな黒字として貢献したことによる。これらの事情で，
包括利益合計は，株主資本面で4,704億円，非支配持分面で447億円，純資産面で5,151億円の黒
字となり，業績回復が著しかった。
③　平成23年３月期の状況
　すでに，この年度分について前節で概要をみてきたが，図表Ⅱ－１と図表Ⅱ－２及び図表Ⅰ
－６で，その要約をみると，この年度は当期純利益が株主資本，非支配持分，純資産の面で前
年度よりも90％以上大きな黒字となった。しかし，その他の包括利益面では，株主資本，非支
配持分，純資産の面で損失が計上された。その主因はその他の包括損失の内訳としての外貨換
算調整額（△損失）が，株主資本面△2,876億円，非支配持分面△120億円，純資産面△2,996億
円が発生したことによる。
　これらの事情により，この年度は当期純利益の増大にもかかわらず，その他の包括損失（純
図表Ⅱ－２　前記の五社の平成21年３月期と平成22年３月期のその他の包括利益の内訳明細
（単位：億円）
項　　　目
平成21年３月期 平成22年３月期
未実現
有価証券
評価損益
未現実
デリバティブ
評価損益
外貨換算
調整額
年金債務
調整額
その他の
包括利益
合計
未実現
有価証券
評価損益
未現実
デリバティブ
評価損益
外貨換算
調整額
年金債務
調整額
その他の
包括利益
合計
〔トヨタ自動車㈱〕
株主資本の部 △2,931 ─ △3,813 △1,922 △8,666 1,764 ─ 99 746 2,609
非支配持分の部 △136 ─ △189 △89 △414 41 ─ 57 1 99
純資産の部 △3,067 ─ △4,002 △2,011 △9,080 1,805 ─ 156 747 2,708
〔日本電信電話㈱〕
株主資本の部 △216 51 △460 △2,530 △3,155 156 △9 78 1,298 1,523
非支配持分の部 △34 △1 △143 △131 △309 49 ─ 18 52 119
純資産の部 △250 50 △603 △2,661 △3,464 205 △9 96 1,350 1,642
〔ソニー㈱〕
株主資本の部 △409 18 △2,477 △745 △3,613 323 15 69 237 644
非支配持分の部 △160 ─ 8 △5 △157 165 ─ ─ △4 161
純資産の部 △569 18 △2,469 △750 △3,770 488 15 69 233 805
〔パナソニック㈱〕
株主資本の部 △560 △92 △1,128 △1,689 △3,469 513 61 △110 998 1,462
非支配持分の部 △16 ─ △180 △193 △389 24 ─ 12 69 105
純資産の部 △576 △92 △1,308 △1,882 △3,858 537 61 △98 1,067 1,567
〔㈱日立製作所〕
株主資本の部 △229 △20 △1,109 △1,841 △3,199 232 △8 43 1,417 1,684
非支配持分の部 △35 △16 △337 △289 △677 55 2 26 223 305
純資産の部 △264 △36 △1,446 △2,130 △3,876 287 △6 69 1,640 1,989
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資産面で△3,158億円）の巨額な発生により，その差引としての包括利益合計は，株主資本分
1,103億円，非支配持分分394億円，純資産分1,497億円の黒字にとどまっている。
（２）　日本電信電話の事例
　日本電信電話の平成21年３月期分からの３か年間の包括利益の推移について，株主資本，非
支配持分，純資産の３区分別について，図表Ⅱ－１及び図表Ⅱ－２の数値を参照しながらみる
ことにしたい。さらに，図表Ⅱ－１の包括利益の関係数値によって，その変動推移を示すため
のグラフを図表Ⅱ－４として作成した。これらの３つの図表により，各年度の特徴を要約的に
次に示すと，
①　平成21年３月期の状況
　平成21年３月期の業績は，リーマン・ショックの影響が比較的少なかったためか，トヨタ自
動車のケースとは異なっている。日本電信電話は日本国内中心の企業のためか，当期純利益は
株主資本，非支配持分，純資産の３つ面で好業績である。しかし，その他の包括損失では，未
実現有価証券評価損失と外貨換算調整損失は多額の発生とならず，年金債務調整額（損失）が
株主資本面△2,530億円，非支配持分面△131億円，純資産面△2,661億円の影響により，その他
の包括損失合計では，株主資本面△3,155億円，非支配持分面△309億円，純資産面△3,464億円
の赤字となった。
　日本電信電話では，この年度は多額の当期純利益計上のため，その他の包括利益（損失）が
赤字であっても，その差引の包括利益合計は，株主資本分2,232億円，非支配持分分1,636億円，
純資産分3,868億円の黒字計上である。この年度の包括利益合計での多額の黒字計上は日本電
信電話の特徴と思われる。さらに，その非支配持分に属する額の多額の黒字計上も，他企業で
は少ないと考えられる。
②　平成22年３月期の状況
　この年度の日本電信電話の業績は，株主資本，非支配持分，純資産の三つの面で，当期純利
益，その他の包括利益，包括利益合計がすべて大きな黒字額である。
　当期純利益の面では，前年度に比べて約８％程度の減少であるが，その他の包括利益（損失）
の面では，前年度のすべての損失計上（純資産分での△3,464億円）が，当年度ではすべての
利益計上（純資産分1,642億円）となった。
　これらの事情により，日本電信電話の包括利益合計は，純資産分が前年度の6,446億円から，
当年度8,461億円へと黒字が増大している。
③　平成23年３月期の状況
　この年度分の概要は，すでに前節でみてきたので，ここでは，包括利益関係についてふれる
ことにする。まず，当期純利益は前年度よりも，株主資本，非支配持分，純資産の３つの面で
約２％程度増加している。その他の包括利益は前年度がすべての面で黒字であったが，この年
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度では，その他の包括利益がすべての面で赤字となっている。
　これは前節の図表Ⅰ－６の如く，平成23年３月期はその他の包括損失すべてが損失であり，
純資産の面では，外貨換算調整損失441億円と年金債務調整損失805億円が主たる要因である。
　これらの事情で，包括利益合計では，前年度の純資産分8,461億円から当年度はそれが5,694
億円の黒字に低下している。これはその他の包括利益が赤字に転じたことによる。
（３）ソニーの事例
　ソニーの平成21年３月期分からの３年間の包括利益の推移について，株主資本，非支配持分，
図表Ⅱ－４　日本電信電話の最近３年間の包括利益の比較
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純資産の３区分別について図表Ⅱ－１及び図表Ⅱ－２の数値を参照しながらみることにした
い。さらに，図表Ⅱ－１の包括利益の関連数値により，その変動推移を示すためのグラフを図
表Ⅱ－５として作成した。これらの３つの図表により，各年度の特徴を要約的に，次に示すと，
①　平成21年３月期の状況
　平成21年３月期の業績は，ソニーもリーマン・ショックの影響をうけたためか，株主資本，
非支配持分，純資産の各面で赤字計上となっている。平成21年３月期の当期純利益では，株主
資本分△989億円の損失，非支配持分分△33億円の損失，純資産分△1,022億円の損失である。
その他の包括利益では，株主資本分△3,613億円，非支配持分分△157億円，純資産分の△3,770
億円のすべてが赤字であり，当期純損失の約3.6倍の大きさである。その内訳は図表Ⅱ－２に
より，純資産合計分では，未実現有価証券評価損失409億円，未実現デリバティブ評価損18億円，
外貨換算調整額△2,469億円，年金債務調整額△750億円の計△3,770億円であり，外貨換算調整
額△2,469億円の大きさだけで，その合計額の約71％を占めている。
　当期純利益とその他の包括利益ともに赤字のため，包括利益合計でも，すべての面で赤字と
なり，純資産合計分は，△4,792億円の巨額な損失計上となった。
②　平成22年３月期の状況
　前年度の業績不振からこの年度は回復に立向った年度であった。この年度の当期純利益は，
株主資本分は△408億円の赤字であるが，非支配持分の538億円の黒字のため，純資産面では，
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130億円の黒字となった。さらに，その他の包括利益でも，株主資本分644億円，非支配持分分
161億円，その合計の純資産分は805億円の黒字となった。なお，その他の包括利益面でも，前
年度と異なり，未実現有価証券評価も純資産分が488億円の黒字，外貨換算調整額も純資産分
で69億円の黒字，年金債務調整額でも，純資産分が233億円の黒字，さらに未実現デリバティ
ブ評価15億円の黒字と，すべてが黒字化している。この22年３月期は包括利益合計でも，黒字
化し，純資産分でみると，当期純利益130億円とその他の包括利益の805億円の合計の935億円
が，ともに黒字として計上されている。
③　平成23年３月期の状況
　この年度分の概要は，前節ですでにみてきたが，ここでは，包括利益関係について再度ふれ
ることにしたい。まず，当期純利益では，この年度のソニーの特別の事情によるものか，株主
資本分が△2,596億円の赤字，非支配持分分が393億円の黒字，純資産分が差引の△2,203億円の
赤字となっている。その他の包括利益では，株主資本分△1,351億円，非支配持分分△43億円，
純資産分計△1,394億円のすべて赤字である。なお，その他の包括損失額の約85％の大きさが
外貨換算調整額の赤字によるもので，純資産分の額△1,190億円に上っている。この事情で，
平成23年３月期のソニーの包括利益合計は，株主資産分△3,947億円，非支配持分分黒字の350
億円，その差引で純資産分△3,597億円の赤字となっている。
（４）パナソニックの事例
　パナソニックの平成21年３月期分からの３年間の包括利益の推移について，株主資本，非支
配持分，純資産の３区分別に，図表Ⅱ－１及び図表Ⅱ－２の数値を参照しながらみることにし
たい。さらに図表Ⅱ－１の包括利益の関連数値により，その変動推移をグラフで示すために図
表Ⅱ－６を次頁に作成した。これらの３つの図表により，各年度状況の特徴を，次に要約的に
示すことにする。
①　平成21年３月期の状況
　平成21年３月期の業績は，パナソニックもリーマン・ショックの影響を受けたため，株主資
本，非支配持分，純資産の各面ですべて赤字計上となっている。平成21年３月期の当期純利益
では，株主資本分△3,790億円，非支配持分分△249億円，純資産分△4,039億円のすべて損失計
上である。その他の包括利益では，株主資本分△3,469億円，非支配持分分△389億円，純資産
分△3,858億円のすべてが赤字計上であった。その他の包括利益の内訳について，図表Ⅱ－２
をみると，純資産分は，未実現有価証券評価損△576億円，未実現デリバティブ評価損△92億円，
外貨換算調整額△1,308億円，年金債務調整額△1,882億円の赤字計上であり，特に，あとの２
項目の額が巨額である。このような事情により，包括利益合計では，純資産面でみると，
7,897億円の巨額な赤字計上となった。また，それは株主資本分は△7,259億円と非支配持分分
が△638億円の赤字のためである。
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②　平成22年３月期の状況
　前年度の業績不振から立直りに努力された平成22年３月期の業績について，まず，当期純利
益の面では，前年度の赤字から大幅削減されたが，株主資本分で△1,035億円，非支配持分分
△672億円，純資産分△1,707億円の損失計上となった。その他の包括利益については，前年度
と異なり，赤字から黒字に転じている。株主資本分1,462億円，非支配持分分105億円，純資産
分1,567億円のすべてが黒字計上である。このような状況は，純資産分の内訳をみると，未実
現有価証券評価益537億円，未実現デリバティブ評価益61億円，年金債務調整額1,067億円の黒
字化と，外貨換算調整額△98億円の赤字との差額で1,567億円の黒字となった。この平成22年
３月期は，当期純利益の赤字とその他の包括利益の黒字との差引により，包括利益合計の金額
は，株主資本分427億円の黒字と非支配持分分△567億円の差引により，純資産が△140億円の
赤字となった。
③　平成23年３月期の状況
　この年度分の概要は，すでに前節でみてきたが，ここでは，包括利益関係について再度ふれ
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ることにしたい。当期純利益では，前年度の赤字からすべて黒字に転じている。株主資本面で
740億円，非支配持分面で116億円，純資産面では856億円の利益計上である。その他の包括利
益では，前年度と逆に，赤字に転じている。それは株主資本分△1,712億円，非支配持分分△
242億円，純資産分△1,954億円の赤字計上である。その内訳項目について，前節の図表Ⅰ－６
をみると，純資産の部では，未実現有価証券評価損△245億円，外貨換算調整額△1,078億円，
年金債務調整額△641億円の赤字と，未実現デリバティブ10億円の黒字の差引△1,954億円の赤
字計上である。このような当期純利益の黒字とその他の包括利益の赤字の差引が，包括利益合
計の数値となっている。包括利益合計は，株主資本分△972億円，非支配持分分△116億円，純
資産分△1,098億円，のすべてが赤字計上となっている。
（５）日立製作所の事例
　日立製作所の平成21年３月期分からの３年間の包括利益の推移について，株主資本，非支配
持分，純資産の３区分別に，図表Ⅱ－１および図表Ⅱ－２の数値を参照しながらみることにす
る。さらに図表Ⅱ－１の包括利益の関連数値により，その変動推移をグラフで示すために図表
Ⅱ－７を次頁に作成した。さらにこれら３つの図表により各年度の特徴を要約的に示したい。
①　平成21年３月期の状況
　平成21年３月期は，日立製作所もリーマン・ショックの影響を受けたため，株主資本，非支
配持分，純資産の各面で，すべてが赤字計上となっている。平成21年３月期の当期純利益は，
株主資本分△7,873億円，非支配持分分△78億円，純資産分△7,951億円のすべて損失計上である。
その他の包括利益では，株主資本分△3,199億円，非支配持分分△677億円，純資産分△3,876億
円とすべて赤字となった。
　純資産におけるその他の包括損失合計は当期純損失の約49％のウエートに相当する金額であ
る。なおその他の包括損失の内訳項目について，図表Ⅱ－２をみると，純資産面の計△3,876
億円の内訳は，外貨換算調整額△1,446億円，年金債務調整額△2,130億円，未実現有価証券評
価損△264億円，未実現デリバティブ評価損△36億円の赤字である。
　これらの事情により，平成21年３月期の日立製作所の包括利益合計はすべての面で赤字とな
っている。それは株主資本金分△11,072億円，非支配持分△755億円，純資産ではその合計の
△11,827億円の赤字計上となった。
②　平成22年３月期の状況
　この年度の日立製作所の業績は回復に向っていた。しかし当期純利益面では，株主資本分が
△1,069億円の赤字，非支配持分が226億円の黒字，純資産分は差引△844億円の赤字である。
その他の包括利益は前年度と逆に黒字化し，株主資本分1,684億円，非支配持分分305億円，純
資産分計1,989億円の黒字となっている。その他の包括利益の内訳項目について，図表Ⅱ－２
により，純資産分をみると，未実現有価証券評価益287億円，外貨換算調整額69億円，年金債
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務調整額1,640億円，さらに赤字の未実現デリバティブ評価損△６億円となっている。特に，
年金債務調整額が前年度分△2,130億円の赤字に対する反動かと思われ，当年度分1,640億円の
黒字分が目立っている。
③　平成23年３月期の状況
　すでに，この年度分について前節で概要をみてきたが，ここでは，包括利益関係についてふ
れることにしたい。まず，当期純利益では，前年度の赤字と異なり，大きく黒字化している。
それは株主資本分2,389億円，非支配持分分642億円，純資産分3,031億円の利益計上である。そ
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図表Ⅱ－７　日立製作所の最近３年間の包括利益の比較
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の他の包括利益面では，株主資本分△579億円，非支配持分分△168億円，純資産分△747億円
の赤字であった。純資産分についてのその内訳の主たるものは，外貨換算調整額△874億円の
赤字と年金債務調整額161億円の黒字である。
　そのような事情で，包括利益合計では，この年度は，株主資本分1,810億円，非支配持分分
474億円，純資産分2,284億円のすべてが黒字化している。
　以上のように，この節では，各社別の当期純利益，包括利益について，金額面の数値変動の
状況を調べてみた。そこで，この節のまとめとして，それらの数値が，３つの資本区分別でど
のようなウエートになっているかについて，特に，株主資本分に対して純資産分がどのような
ウエートをもっているかを示すことにしたい。
　なお，非支配持分分のウエートの数字は，純資産分の合計％から，100％を差引いた％であ
るので，ここでは省くことにした。そのような考え方で作成したのが，次の図表Ⅱ－８である。
　この図表Ⅱ－８の各種比率数値をみると，五社の各社別の状況が，比較してわかりやすいも
のと思われる。
３　 最近の３事業年度の前記の五社における株主資本，非支配持分， 
純資産の３区分開示の元での各社の期末資本残高の開示状況について
　前の節では，包括利益関係について五社の平成21年３月期，平成22年３月期及び平成23年３
図表Ⅱ－８　前記の五社の最近３年間の当期純利益と包括利益についての株主資本に対する純資産の割合
（単位：％）
項　　　目
平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期
株式資本 純資産 株式資本 純資産 株式資本 純資産
〔トヨタ自動車㈱〕
当期純利益（△損失） 損失　△100.0 105.6 100.0 116.6 100.0 114.0
包括利益合計（△損失） 損失　△100.0 105.0 100.0 109.5 100.0 135.7
〔日本電信電話㈱〕
当期純利益 100.0 136.1 100.0 138.5 100.0 137.7
包括利益（△損失）合計 100.0 173.3 100.0 131.3 100.0 144.0
〔ソニー㈱〕
当期純利益（△損失） 損失　△100.0 103.3
損
失　△100.0
損
失　△131.9
損
失　△100.0 84.9
包括利益（△損失）合計 損失　△100.0 108.8 100.0 396.2
損
失　△100.0 91.1
〔パナソニック㈱〕
当期純利益（△損失） 損失　△100.0 106.6
損
失　△100.0 164.9 100.0 115.7
包括利益合計（△損失）〕 損失　△100.0 108.8 100.0
損
失　△32.8
損
失　△100.0 113.0
〔㈱日立製作所〕
当期純利益（△損失） 損失　△100.0 101.0
損
失　△100.0 78.9 100.0 126.9
包括利益合計（△損失） 損失　△100.0 106.8 100.0 186.3 100.0 126.2
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月期の３か年間の開示状況の推移を取上げてきた。本稿では，これらの３事業年度分が，米国
会計基準の改定により，資本の部に「非支配持分」の区分表示となり，「株主資本」，「非支配
持分」，「純資産」の３区分別の開示になった。そのため，包括利益関係もこれらの３区分別の
開示がこの期間から初めて行われている。その３区分別に包括利益を開示している場合，フロ
ーの数値としての包括利益に対応して，ストックの数値としての期末資本残高との関係をみる
必要がある。そこで，この節では，上記の３か年間の期末資本残高の３区分別開示の状況を，
要約的に整理してみたい。
　このような考え方から，平成21年３月期，平成22年３月期，平成23年３月期の３か年分の期
末資本残高について，前記の五社の３区分別の資本残高の明細表をまず作成することにした。
それが次頁の図表Ⅲ－１である。
　さらに，３区分別の資本残高の３年間の変動推移が概観できるように，各社比較のグラフを
追加したのが，次々頁の図表Ⅲ－２のグラフである。
　この図表Ⅲ－１及び図表Ⅲ－２を参照しながら，各社別の３年間の状況を要約的に，以下，
取上げたい。
（１）トヨタ自動車の事例
　トヨタ自動車のフロー数値による包括利益の３か年分の変動推移は，前節の図表Ⅱ－３によ
り明らかとなっているが，ここでは図表Ⅲ－１及び図表Ⅲ－２を中心にして，ストックとして
の資本残高の変動推移をみることにしたい。なお，図表Ⅲ－１における期末資本残高に含まれ
た期末その他の包括利益累計額は，ストックの数値としての株主資本残高から控除されている
ものである。しかし，「非支配持分」及び「純資産」に含まれた額はみることができなかった。
この期末その他の包括利益累計額の赤字が，トヨタ自動車の各期分とも巨額であることに注目
する必要があろう。
①　平成21年３月期の状況
　2008年発生のリーマン・ショックの影響で，平成21年（2009年）３月期は業績，財政状態が
悪化している。21年３月期の期首残高は，株主資本118,695億円，非支配持分6,567億円，純資
産125,262億円から，その期末残高は株主資本100,612億円，非支配持分5,395億円，純資産
106,007億円に減少している。
　株主資本の期末残高100,612億円をベースにした非支配持分の額は5.4％で，純資産の額は
105.4％の割合になっている。なお，期末その他の包括損失累計額は△11,078億円であった。
②　平成22年３月期の状況
　前年度の業績悪化から回復へ向ったこの年度では，期末資本残高の面でも増加傾向となった。
それは株主資本期末残高103,597億円，非支配持分期末残高5,707億円，純資産期末残高109,304
億円となり，非支配持分残高は株主資本残高に対して5.5％の割合であり，また同じく純資産
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残高も105.5％の割合である。さらに期末その他の包括利益累計額は前年度の△11,078億円から
当年度は△8,468億円に赤字が減少しており，また，期中のフローとしてのその他の包括損失
も減少していた。
③　平成23年３月期の状況
　期末資本残高の数値は，当年度は前年度とほぼ同じ額であり，非支配持分残高は株主資本残
高に対する割合は5.7％であり，純資産残高の割合も105.7％であり，この比率は前年度のそれ
図表Ⅲ－１　前記の五社の最近３年間の各期末資本残高の明細
項　　　目 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期
株主資本
非支配
持分
純資産 株主資本
非支配
持分
純資産 株主資本
非支配
持分
純資産
〔トヨタ自動車㈱〕
期末資本残高 億円100,612
億円
5,395
億円
106,007
億円
103,597
億円
5,707
億円
109,304
億円
103,324
億円
5,876
億円
109,200
同上の構成比率 ％100.0
％
5.4
％
105.4
％
100.0
％
5.5
％
105.5
％
100.0
％
5.7
％
105.7
期末資本残高に含
まれたその他の包
括利益累計額
億円
△11,078 不明 不明
億円
△8,468 不明 不明
億円
△11,447 不明 不明
〔日本電信電話㈱〕
期末資本残高 億円72,981
億円
18,475
億円
91,456
億円
77,882
億円
19,827
億円
97,709
億円
80,207
億円
20,602
億円
100,809
同上の構成比率 ％100.0
％
25.3
％
125.3
％
100.0
％
25.5
％
125.5
％
100.0
％
25.6
％
125.6
期末資本残高に含
まれたその他の包
括利益累計額
億円
△3,419 不明 不明
億円
△1,896 不明 不明
億円
△3,037 不明 不明
〔ソニー㈱〕
期末資本残高 億円29,647
億円
2,519
億円
32,166
億円
29,659
億円
3,196
億円
32,855
億円
25,480
億円
3,886
億円
29,366
同上の構成比率 ％100.0
％
8.5
％
108.5
％
100.0
％
10.8
％
110.8
％
100.0
％
15.3
％
115.3
期末資本残高に含
まれたその他の包
括利益累計額
億円
△7,334 不明 不明
億円
△6,691 不明 不明
億円
△8,042 不明 不明
〔パナソニック㈱〕
期末資本残高 億円27,840
億円
4,286
億円
32,126
億円
27,925
億円
8,873
億円
36,798
億円
25,590
億円
3,873
億円
29,463
同上の構成比率 ％100.0
％
15.4
％
115.4
％
100.0
％
31.8
％
131.8
％
100.0
％
15.1
％
115.1
期末資本残高に含
まれたその他の包
括利益累計額
億円
△5,944 不明 不明
億円
△4,482 不明 不明
億円
△6,253 不明 不明
〔㈱日立製作所〕
期末資本残高 億円10,500
億円
11,294
億円
21,794
億円
12,847
億円
9,832
億円
22,679
億円
14,399
億円
10,015
億円
24,414
同上の構成比 ％100.0
％
107.6
％
207.6
％
100.0
％
76.5
％
176.5
％
100.0
％
69.5
％
169.5
期末資本残高に含
まれたその他の包
括利益累計額
億円
△5,864 不明 不明
億円
△4,321 不明 不明
億円
△4,931 不明 不明
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とほぼ同じである。また期末その他の包括利益累計額△11,447億円は，平成21年３月期の額と
比べて△2,979億円の赤字が増加している。
（２）日本電信電話の事例
　日本電信電話の期末資本残高は，リーマン・ショックの影響が少なかったためか，各年度毎
にその増加傾向がみられるのが特徴である。また期末その他の包括利益（△損失）累計額の赤
字額もトヨタ自動車に比べて，各年度共，約３分の１程度の大きさである。
①　平成21年３月期の状況
　この年度末の株主資本残高72,981億円，非支配持分残高18,475億円，純資産残高91,456億円
であり，非支配持分残高は株主資本残高に対して25.3％の高い割合，純資産残高はその125.3％
の割合である。それは日本電信電話の連結子会社の外部株主持分の比率が高いことが特徴であ
る。なお，期末その他の包括損失累計額△3,419億円は，株主資本残高に対して約4.7％のウエ
ートであり，他社と比べてあまり高い比率ではない。
②　平成22年３月期の状況
　一般的に，前年度の景気不良から景気回復が進展したため，この年度は，資本期末残高も増
加し，株主資本期末残高77,882億円，非支配持分残高19,827億円，純資産残高97,709億円となり，
純資産残高では，前年度に比して約6.8％の増加となった。しかし，この年は復興年度か，期
末その他の包括損失△1,896億円は前年度に比べて約55.5％の赤字減少となった。
③　平成23年３月期の状況
　この年度の期末資本残高は，株主資本残高80,207億円，非支配持分残高20,602億円，純資産
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図表Ⅲ－２　前記の五社の最近３年間の期末の株主資本，非支配持分，純資産の比較
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残高100,809億円であり，純資産残高面では，前年度に比して約3.2％の微増になった。しかし，
期末その他の包括損失累計額は，前年度の△1,896億円に比べて約60.2％の増加の△3,037億円
となった点が特徴である。
（３）ソニーの事例
　ソニーのフロー数値による包括利益の３か年分の変動推移は，前節の図表Ⅱ－４により明ら
かとなったが，ここでは他社と同じように図表Ⅲ－１及び図表Ⅲ－２を中心にして，ストック
としての期末資本残高の変動推移をみることにしたい。なお，図表Ⅲ－１における期末資本残
高に含まれた期末その他の包括利益累計額は，ストックの数値として株主資本残高から控除さ
れているものである。
　しかし，「非支配持分」及び「純資産」に含まれた額は明らかでなかった。またこの期末そ
の他の包括利益累計額の赤字の大きさについて，ソニーの各期分の数値の大きさを注目したい。
①　平成21年３月期の状況
　ソニーも2008年のリーマン・ショックの影響を受けたためか，この年度の業績，財政状態が
悪くなっている。21年３月期の期首残高の株主資本34,651億円，非支配持分2,768億円，純資産
37,419億円の数値が，期末残高では，株主資本29,647億円，非支配持分2,519億円，純資産
32,166億円となっている。これは期末残高と比べて株主資本で5,004億円，純資産で5,253億円
の減少である。また，株主資本の期末残高29,647億円をベースにした非支配持分期末残高は8.5
％の割合であり，純資産期末残高の割合は108.5％である。
　なお，この年の期末その他の包括損失累計額は△7,334億円の大きさであった。
②　平成22年３月期
　前年度の業績悪化から回復へ向ったこの年度では，期末資本残高面は，前年度とほぼ同様で
あり，株主資本期末残高29,659億円，非支配持分残高3,196億円，純資産期末残高32,855億円で
あった。また非支配持分が前期と比べて約700億円増加したため，株主資本期末残高に対して，
この年度の非支配持分残高の割合は10.8％に上昇し，純資産期末残高の割合は110.8％になって
いる。なお，株主資本に属する期末その他の包括損失累計額は前年度の△7,334億円から，△
6,691億円へと赤字が減少している。
③　平成23年３月期の状況
　期末資本残高の数値は，前年度に比べて当年度は株主資本面と純資産面で減少し，非支配持
分面で若干の増加がみられた。それらの数値は，株主資本25,480億円，非支配持分3,886億円，
純資産29,366億円である。そのため，株主資本残高に対する非支配持分残高の割合は少し高い
15.3％となり，純資産残高の割合も115.3％となり，前年度に比べて約4.5％だけ，比率が少し
高くなった。
　また，期末その他の包括損失累計額は△8,042億円となり，前年度分△6,691億円よりも，△
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1,351億円の赤字増加となっている。
（４）パナソニックの事例
　パナソニックの期末資本残高は，リーマン・ショックの影響をうけたものか，この３年間で
も，各年度の比較的大きな増減変動がみられた。さらに，期末その他の包括損失累計額は３か
年間，△5,944億円，△4,482億円，△6,253億円へとの変動であった。
①　平成21年３月期の状況
　この年度末の株主資本残高27,840億円，非支配持分残高4,286億円，純資産残高32,126億円で
あるが，この期首（前期末）残高は，株主資本37,423億円，非支配持分5,146億円，純資産
42,569億円であったから，当期末と前期末の残高差額は，株主資本で9,583億円，非支配持分で
860億円，純資産で10,443億円だけ減少しており，注目すべき一つのポイントと思われる。
　その結果，この年度末残高の株主資本に対する非支配持分残高の割合は15.4％であり，純資
産残高の割合は115.4％である。また，この年度の期末その他の包括損失累計額は△5,944億円
であり，なおこの額が株主資本残高から控除済である。
②　平成22年３月期の状況
　この年度の期末資本残高は，株主資本残高27,925億円，非支配持分残高8,873億円，純資産残
高36,798億円であり，前年度末と，それぞれ対比すると，株主資本残高で85億円の増加，非支
配持分残高で4,590億円の増加，純資産残高で4,672億円の増加である。この期の非支配持分残
高の大きな増加は，この期における連結子会社の外部株主持分の比重が大きく増加したためと
考えられる。そのため，この期の株主持分残高に対する非支配持分残高の割合が大きく31.8％
へと大きく増加し，同じく純資産残高の割合も131.8％の大きさとなった。
　また，期末その他の包括損失累計額は△4,482億円となり，前年度残高よりも△1,462億円の
赤字減少となっている点も注目すべきであろう。
③　平成23年３月期の状況
　この年度の期末資本残高は，株主資本残高25,590億円，非支配持分残高3,873億円，純資産残
高29,463億円であり，前年度のそれぞれよりも減少している。それは，株主資本で2,335億円の
減少，非支配持分で5,000億円，純資産で7,333億円の大きな減少であり，これはこの年度にお
ける連結子会社の外部株主持分などの連結グループ体制の再編成の結果によるものかと，思わ
れる。
　このような種々の事情によるものか，この年度の株主資本残高に対する非支配持分残高の割
合は15.1％低下し，純資産残高の割合も115.1％へと低下している。
　この比率は平成21年３月期のそれと同じ比率とほぼ同じである。さらに，期末その他の包括
損失累計額は△6,253億円が平成23年３月期末に計上されている。なお，前年度のそれは△
4,482億円であった。これは前年度より△1,771億円の赤字増加である。
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（５）　日立製作所の事例
　日立製作所の期末資本残高は，リーマン・ショックの影響を受けたものか，この３年間，各
年度共に比較的大きくない変動増減であった。さらに，期末その他の包括損益累計額は，△
5,864億円，△4,321億円，△4,931億円へと年度経過をたどっており，比較的その増減変化が少
いように思われる。
①　平成21年３月期の状況
　この年度末の株主資本残高10,500億円，非支配持分残高11,294億円，純資産残高21,794億円
であるが，この期首（前期末）残高は，株主資本残高21,707億円，非支配持分残高11,425億円，
純資産残高33,132億円であった。期首と期末の残高増減差額は，株主資本で11,207億円の減少，
非支配持分で131億円の減少，純資産で11,338億円の減少である。これは金融危機の影響によ
るものかと思われる。このような事情で，平成21年３月期末の株主資本の減少が大きかったた
め，株主資本期末残高に対する非支配持分残高の割合も大きくなり，107.6％の大きさとなり，
また純資産残高では207.6％の割合の大きさである。また，この年度の期末その他の包括損益
累計額は△5,864億円であった。この額は，上記のパナソニックのそれの該当する年度の金額
とほぼ近似値である。
②　平成22年３月期の状況
　前年度の状況から回復に向ったこの年度では，期末資本残高面でも増加に転じている。それ
は株主資本残高12,847億円，非支配持分残高9,832億円，純資産残高22,679億円となった。前期
末と比べて，株主資本で2,347億円の増加，非支配持分で1,462億円の減少，純資産面で885億円
の増加等による改善である。そのため，株主資本残高に対する非支配持分残高の割合は76.5％
となり，前年度のそれよりもその割合は約31.1％少なくなった。純資産残高のその割合も176.5
％と小さくなっている。さらに，この年度の期末その他の包括損益累計額は△4,321億円となり，
前年度のそれよりも，△1,543億円赤字が減少している。
③　平成23年３月期の状況
　この年度の期末資本残高は，株主資本残高14,399億円，非支配持分残高10,015億円，純資産
残高24,414億円であり，前年度のそれに比べて，株主資本で1,552億円の増加，非支配持分で
183億円の増加，純資産で1,735億円の増加とにより，その改善が図られた。このため，株主持
分残高に対する非支配持分残高の割合は69.5％となり，その比率も前年度のそれよりも，約７
％小さくなり，さらに期末その他の包括損失累計額は△4,931億円であるが，前年度のそれに
比べて△610億円の赤字増加となっている。
　この節の期末資本残高についての各社の３の変動推移についてのまとめとして，前述の図表
Ⅲ－２のグラフを，再び利用していただきたいと思う。この図表Ⅲ－２のグラフにより，各社
別の「株主資本」，「非支配持分」「純資産」の各年度数値大きさの比較が概観できるであろう。
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ただし，各会社の規模，連結グループ形成の歴史的事情によるもので，その数値の増減変動の
大きさが異っているが，それによって経営の優劣をみるべきものでなく，各社の開示状況の実
情を知ることが課題である。
４　 最近の３事業年度の前期の五社における株主資本，非支配持分，純資産の
３区分開示の元での期末資本残高に関連した連結貸借対照表上の資産，負
債，資本の数値について
　前節では，五社の３区分別の各期末資本残高の３か年間の変動推移をみてきた。その各期末
資産残高が，その期の連結貸借対照上の資産，負債，資本の総額的数値と対比して，どのよう
なウエートになっているかを，この節で調べてみることにしたい。前述の五社の各年度の期末
各資本残高の数値の大きさは各年度によって相当異っている。従って，それらの各期末資本残
高が資産総額に対比してどの位の割合になるか，また，B/Sの貸方面について，期末各資本残
高と負債総額の大きさがどのような割合になっているかを各社別に調べることも必要と考えら
れる。そのために，この節では，まず，五社の最近３年間の資産，負債の期末残高の比較表を
作成したものが，次頁の図表Ⅳ－１である。
　さらに，この図表Ⅳ－１の数値を利用して，各社の期末資本残高と期末負債総額を対比した
グラフを次々頁に図表Ⅳ－２として作成してみた。この図表Ⅳ－２によって，各社の年度別の
各期末資本残高の大きさと，その期の負債期末総額の大きさとの対比によって，その関連を概
観することができるであろう。
　この図表Ⅳ－１及び図表Ⅳ－２を参照しながら，前述の五社別に，各年度のこれらの状況に
ついて，できるだけ要約的に整理してみたい。
（１）トヨタ自動車の事例
①　平成21年３月期の状況
　この年度の期末残高面では，総資産に対する株主資本の割合は，34.6％，非支配持分で1.9％，
純資産合計で36.5％と比較的高い比率である。また負債残高は資産残高の63.5％である。この
関係の金額数値は次頁の図表Ⅳ－１にゆずることにする。
②　平成22年３月期の状況
　この年度の期末残高面では，資産総額に対する株主資本の割合は34.1％，非支配持分で1.9％，
純資産で36.0％と前年度とほぼ同じである。また負債残高は資産残高に対して64.0％である。
金額数値は次頁の図表Ⅳ－１にゆずる。
③　平成23年３月期の状況
　この年度の期末残高面では，資産総額に対して株主資本の割合は34.6％，非支配持分で2.0％，
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純資産で36.6％の割合である。これらは，前年度，前前年度の比率とほぼ同じである。
　またこの年度の負債残高は資産残高に対して63.4％の良好な割合である。金額数値は上の図
表Ⅳ－１にゆずる。
（２）日本電信電話の事例
①　平成21年３月期の状況
　日本電信電話のこの年度の期末残高面では，資産総額に対する株主資本の割合は38.9％，非
支配持分で9.8％，純資産で48.7％の高い比率である。また負債残高は資産総額の51.3％であり，
これまた健実な良好な比率である。金額数値については，上の図表Ⅳ－１にゆずりたい。
②　平成22年３月期の状況
　この年度の期末残高面では，資産総額に対して株主資本の割合は41.1％，非支配持分で10.5％，
純資産で51.6％のこれまた高い良好な比率である。また負債残高は資産総額の48.4％の非常に
健全な比率である。なお金額数値については，上の図表Ⅳ－１にゆずることにしたい。
③　平成23年３月期の状況
　この年度も前年度とほぼ同じであり，期末残高面では，総資産に対する株主資本の割合は
40.8％，非支配持分で10.5％，純資産で51.3％の高い割合である。負債残高は資産総額の48.7％
の健実な財務比率である。なお，金額数値は上の図表Ⅳ－１にゆずりたい。
図表Ⅳ－１　前記の五社の最近３年間の資産，負債，資本の期末残高の比較
（単位：億円） （単位：％）
項　　　目 資産 負債 株主資本
非支配 
持分
純資産 資産 負債 株主資本
非支配 
持分
純資産
〔トヨタ自動車㈱〕
平成21年３月期 290,620 184,613 100,612 5,395 106,007 100.0 63.5 34.6 1.9 36.5
平成22年３月期 303,493 194,189 103,597 5,707 109,304 100.0 64.0 34.1 1.9 36.0
平成23年３月期 298,182 188,982 103,324 5,876 109,200 100.0 63.4 34.6 2.0 36.6
〔日本電信電話㈱〕
平成21年３月期 187,964 96,508 72,981 18,475 91,456 100.0 51.3 38.9 9.8 48.7
平成22年３月期 189,391 91,682 77,882 19,827 97,709 100.0 48.4 41.1 10.5 51.6
平成23年３月期 196,656 95,847 80,207 20,602 100,809 100.0 48.7 40.8 10.5 51.3
〔ソニー㈱〕
平成21年３月期 120,135 87,965 29,647 2,519 32,166 100.0 73.2 24.7 2.1 26.8
平成22年３月期 128,661 95,806 29,659 3,196 32,855 100.0 74.5 23.0 2.5 25.5
平成23年３月期 129,250 99,884 25,480 3,886 29,366 100.0 77.3 19.7 3.0 22.7
〔パナソニック㈱〕
平成21年３月期 64,033 31,907 27,840 4,286 32,126 100.0 49.8 43.5 6.7 50.2
平成22年３月期 83,581 46,783 27,925 8,873 36,798 100.0 56.0 33.4 10.6 44.0
平成23年３月期 78,228 48,765 25,590 3,873 29,463 100.0 62.3 32.7 5.0 37.7
〔㈱日立製作所〕
平成21年３月期 94,037 72,243 10,500 11,294 21,794 100.0 76.8 11.2 12.0 23.2
平成22年３月期 89,518 66,839 12,847 9,832 22,679 100.0 74.7 14.4 10.9 25.3
平成23年３月期 91,856 67,442 14,399 10,015 24,414 100.0 73.4 15.7 10.9 26.6
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（３）ソニーの事例
①　平成21年３月期の状況
　ソニーのこの年度の期末残高面では，資産総額に対して株主資本の割合は24.7％で高くない。
非支配持分の比率は2.1％，純資産の比率は26.8％であった。また負債残高は資産総額に対して
73.2％の比較的高い比率と思われる。また金額数値は前の図表Ⅳ－１にゆずることにしたい。
②　平成22年３月期の状況
　この年度の期末残高面では，資産総額に対して株主資本は23.0％，非支配持分の比率2.5％，
純資産の比率は25.5％であり，前年度に比べて，株主資本の比率が1.7％低くなっている。
　また負債残高は資産総額に対して74.5％の高い比率である。またそれらの金額数値は前頁の
図表Ⅳ－１にゆずることにしたい。
③　平成23年３月期の状況
　この年度の期末残高面では，資産総額に対して株主資本は19.7％となり，前年度のそれに比
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図表Ⅳ－２　前記の五社の最近３年間の純資産と負債の比較
「米国会計基準改訂による新開示方式を適用したわが国企業における最近の「非支配持分」の区分表示に関する事例研究」（末政） 149
べて約3.3％低くなった。非支配持分の比率は約3.0％となり，前年度のそれよりも約0.5％と高
くなった。従って純資産面での比率は，22.7％となり，前年度のそれと比べて，約3.2％低くな
った。なお，資産総額では，この年度と前年度の金額は大きく変っていないが，純資産残高面
では，前年度に比べて約3,500億円減少している。なお，その負債残高は資産総額に対して高
い77.3％の比率となり，前年度のそれと比べると，約2.8％高くなっている。
（４）パナソニックの事例
①　平成21年３月期の状況
　パナソニックのこの年度の期末残高では，資産総額に対する株主資本の割合は43.5％，非支
配持分の比率は6.7％，純資産の比率は50.2％と高い良好な比率である。また負債残高は資産総
額に対して49.3％の健全な比率である。
　なお，この年度の金額数値の記述は，前々頁の図表Ⅳ－１にゆずることにしたい。
②　平成22年３月期の状況
　この年度の期末残高面では，資産総額に対して株主資本の割合は33.4％となり，前年度に比
べて約10.1％の低下である。非支配持分の比率は約10.6％となり，前年度のそれに比べて3.9％
の増加であり，その結果，純資産の面では，約5.8％の比率が低下している。また負債残高でも，
資産総額に対して56.0％となり，前年度に比べて，約6.2％の増加である。これらは，財政状態
の規模がこの年度に拡大されたものによる。資産総額は前年度の64,033億円から当年度83,581
億円に，資本（純資産）総額は前年度の32,126億円から当年度36,798億円に，また負債総額は
前年度の21,907億円から当年度の46,758億円に増加していることに，注目すべきものと考える。
③　平成23年３月期の状況
　この年度の期末残高面では，資産総額に対する株主資本の割合は32.7％，非支配持分の比率
は5.0％となり，その前年度の比率と比べて，5.6％の低下である。これは特別な経営事情が考
えられる。さらに純資産のこの関係の比率は37.7％となり，前年度に比べて約6.3％低下してい
る。また負債残高は資産総額の62.3％に増大している。これら比率の大きな変化は，資産総額
が前年度の83,581億円から当年度78,228億円に低下し，純資産（総資本）も前年度の36,798億
円から当年度の29,463億円に低下し，さらに負債総額は逆に前年年度の46,783億円から当年度
48,765億円に，増加したことによるものと注目したい。
　このようにみると，パナソニックはこの３年間の財政状態の規模の大きさが，会社合併など
の経営事情により，大きく増減変化していることを知ることができる。
（５）日立製作所の事例
①　平成21年３月期の状況
　日立製作所のこの年度の期末残高では，資産総額に対する株主資本の割合は11.2％で他社よ
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りも低い，非支配持分の比率は12.0％で幾分か高い，純資産合計での比率は23.2％である。ま
た負債残高は資産総額に対して76.8％の比較的高い比率である。既にみてきたように，この年
度の株主資本残高が10,500億円と，その低い額であったことが大きな理由であろう。また，非
支配持分残高も11,294億円であり，株主資本の額を超えていたためである。またこの年度の負
債残高は72,243億円の大きさであったため，その資産総額に対比すると，76.8％の高い比率に
なっている。
②　平成22年３月期の状況
　この年度の期末残高では，資産総額に対する株主資本の割合は14.4％で，前年度のそれより
も3.2％増加している。非支配持分の比率は10.9％で，前年度のそれよりも1.1％減少し，純資
産合計での比率は25.3％で，前年度のそれよりも2.1％増の改善である。これには，資産総額で，
前年度の94,037億円から当年度89,518億円へと4,519億円削減し，負債総額で，前年度の72,243
億円から当年度66,839億円へと5,404億円縮少し，純資産面で，前年年度の21,794億円から当年
度22,679億円へと885億円の増加となったためである。また負債残高は資産総額に対して74.7％
の比率となり，前年度の76.8％よりも2.1％良くなった。この年度は，前年度対比で株主資本額
の増加2,347億円と非支配持分額の減少1,462億円が特色である。
③　平成23年３月期の状況
　この年度の期末残高では，資産総額に対する株主資本の割合15.7％で，前年度のそれよりも
1.3％増加となった。非支配持分の比率は10.9％であり，前年度と同じ比率である。純資産合計
の比率は26.6％で，前年度よりも1.3％の増加の改善である。また，負債残高は資産総額に対し
て73.4％となり，前年度のそれに比べて1.3％減少の改善である。
　日立製作所のこの３年間は，資産総額に対して，株主資本の比率と，純資産の比率が年度毎
に増加改善されているのが注目される。
　以上，各社別に，３か年間の資産，負債，資本（株主資本，非支配持分，純資産）の変動推
移についてみてきた。
　さらに，注目したいことは，各社の資本（株主資本，非支配持分，純資産）が，負債総額と
どのような割合になっているかである。そのために，先に図表Ⅳ－２のグラフを作成している
が，このグラフで，資本と負債との関係割合を再度みることが，各社の実状を理解するために
重要と思われる。
おわりに
　従来，「小数株主持分」の開示は，連結貸借対照表上，負債の部と資本の部の中間の位置に
開示されていた。この２年前の米国会計基準の一部改訂により，「小数株主持分」は「非支配
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持分」の名称に変更され，「非支配持分」を資本の部に組入れ，資本の部は「株主資本」，「非
支配持分」，「純資産」の三区分別開示となった。わが国の米国会計基準によって連結財表を作
成・開示している多くの会社は，既に，平成22年３月期分よりそれに従っている。この大きな
変更に，筆者は刺激をうけて本稿を執筆したものであった。
　この米国会計基準の改訂が，わが国企業では，具体的にどのように適用開示されているかを
調べる手立てとして，前述の五社を選んだ。しかし，選んだテーマが大きく，巨大な五社の実
例を調べることは，予想外の執筆頁数が必要であった。そのため，執筆枚数が莫大になり，貪
欲な執筆者の願いは，時間をかけた割に，十分にその意図を叙述することが力足りずで，それ
が出来ず，残念である。
　しかし，これ以上，頁数を増加させないように，この「おわりに」では，上の各節での取上
げた内容についても，再度，記述により要約整理することを避けることにした。
　そこで，本稿で取り上げてきた「非支配持分」関係の開示が，どのような意味・役割を各社
に与えるようになったかの集約整理表を，次の図表Ⅴ－１として，添付することにより，それ
にかえさせていただきたい。
　この図表Ⅴ－１では，前述の五社の３事業年度での「非支配持分」期末残高が期末株主資本
残高に対する役割と期末資産総額に占める割合を比較表示している。そこでの比率は各社の経
営の個別事情を反映したものであって，単純に，その比率の大きさだけで，その会社の経営の
良否を判断すべきものではない。これはあくまでも参考資料である。
　しかし，「非支配持分」の資本の部での詳細な開示は，その会社にとって，連結子会社の外
部株主持分の役割・重要性に注目すべき一つのポイントを与えることになるものと考えたい。
今後の連結政策として部品協力子会社の外部株主持株比率をどのように決めるべきか，また企
業買収での株主比率を，どのように決定するかの課題を考える場合に，その後の連結財表上の
「非支配持分」の数値に大きな影響を与えることになると思われる。
　本稿では，十分に意図した叙述ができないままに終ったが，今後に考えるべき課題が「非支
配持分」開示関連への注目によって少しは与えられたものと思う。
図表Ⅴ-１　各社の「非支配持分」期末残高の割合
会　社　名
株主資本に対する割合 資産合計に占める割合
21/3期 22/3期 23/3期 21/3期 22/3期 23/3期
％ ％ ％ ％ ％ ％
トヨタ自動車株式会社 5.4 5.5 5.7 1.9 1.9 2.0 
日本電信電話株式会社 25.3 25.5 25.6 9.8 10.5 10.5 
ソニー株式会社 8.5 10.8 15.3 2.1 2.5 3.0 
パナソニック株式会社 15.4 31.8 15.1 6.7 10.6 5.0 
株式会社日立製作所 107.6 76.5 69.5 12.0 10.9 10.9
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〔決算報告書関係参照資料〕
１． トヨタ自動車（株） 平成21年３月期　有価証券報告書
２． 同　上 平成22年３月期　有価証券報告書
３． 同　上 平成23年３月期　有価証券報告書
４． 同　上 平成23年３月期　決算短信
５． 日本電信電話（株） 平成22年３月期　決算短信
６． 同　上 第24期事業報告書（平成21年３月期）
７． 同　上 第25期事業報告書（平成22年３月期）
８． 同　上 第26期事業報告書（平成23年３月期）
９． ソニー（株） 2009年度の事業報告書（平成22年３月期）
10． 同　上 2010年度の事業報告書（平成23年３月期）
11． パナソニック（株） 平成22年３月期　決算短信
12． 同　上 第103期事業報告書（平成22年３月期）
13． 同　上 第104期事業報告書（平成23年３月期）
14． （株）日立製作所 第140期事業報告書（平成21年３月期）
15． 同　上 平成22年３月期有価証券報告書
16． 同　上 平成22年３月期決算短信
17． 同　上 第141期事業報告書（平成22年３月期）
18． 同　上 第142期事業報告書（平成23年３月期）
